
財務諸表に対する注記 
 

1． 重要な会計方針 

 

（１）有価証券（投資有価証券を含む）の評価基準及び評価方法 

期末日の市場価格等に基づく時価法による。 

 

（２）固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産（リース資産を除く）及び無形固定資産･･･定額法による。 

リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

･･･リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。但し、少額の

リース取引に関しては簡便法として賃貸借取引に係る会計処理を用いることとした。なお、

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が企業会計基準第 13

号「リース取引に関する会計基準」の適用初年度開始以前のリース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理による。 

 

（３）退職給付引当金の計上基準 

職員の退職給付の支給に備えるため、期末要支給額に相当する金額を計上している。 

 

（４）消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。 



2．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高 

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は次のとおりである。 

（単位：円） 

期末現在、貸株なし。 

科目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

基本財産 

普通預金 

投資有価証券 

 

1,236,130 

1,732,163,310 

 

2,547 

0 

 

0 

109,671,420 

 

1,238,677 

1,622,491,890 

小   計 1,733,399,440 2,547 109,671,420 1,623,730,567 

特定資産 

普通預金 

投資有価証券 

国内研究者支援事業資産 

本田財団科学技術教育研究基金 

Y-E-S事業特定積立資産 

国際シンポ・懇談会費用準備資金 

家賃差額負担費用準備資金 

25国際シンポジウム費用準備資金 

25Y-E-Sフォーラム費用準備資金 

HOF50周年事業費用準備資金 

Y-E-S20周年事業費用準備資金 

25Y-E-S事業費用準備資金 

移転費用準備資金 

27国際シンポジウム費用準備資金 

27Y-E-Sフォーラム費用準備資金 

異分野交流事業指定資金 

退職給付引当資産 

 

129,573 

3,756,916,440 

272,610,069 

1,044,733,500 

12,680,983 

12,000,000 

52,800,000 

25,000,000 

25,000,000 

25,000,000 

10,000,000 

15,000,000 

20,000,000 

0 

0 

0 

5,800,000 

 

266 

0 

32,976,072 

0 

583,072 

24,911 

108,983 

48,981 

25,048,981 

15,048,981 

10,016,553 

24,830 

0 

10,000,000 

15,000,000 

75,198,892 

600,000 

 

0 

237,868,080 

36,998,850 

66,147,000 

714,000 

4,024,911 

13,308,983 

25,048,981 

25,048,981 

48,981 

16,553 

15,024,830 

0 

0 

0 

0 

0 

 

129,839 

3,519,048,360 

268,587,291 

978,586,500 

12,550,055 

8,000,000 

39,600,000 

0 

25,000,000 

40,000,000 

20,000,000 

0 

20,000,000 

10,000,000 

15,000,000 

75,198,892 

6,400,000 

小   計 5,277,670,565 184,680,522 424,250,150 5,038,100,937 

合   計 7,011,070,005 184,683,069 533,921,570 6,661,831,504 



基本財産及び特定資産の財源等の内訳 

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は次のとおりである。 

（単位：円） 

科   目 当期末残高 
(うち指定正味財

産からの充当額) 

(うち一般正味財

産からの充当額) 

(うち負債に 

対応する額) 

基本財産 

普通預金 

投資有価証券 

 

1,238,677 

1,622,491,890 

 

  (0) 

(0) 

 
  (1,238,677) 

(1,622,491,890) 

 
－ 

－ 

小   計 1,623,730,567 (0) (1,623,730,567) － 

特定資産 

普通預金 

投資有価証券 

国内研究者支援事業資産 

本田財団科学技術教育研究基金 

Y-E-S事業特定積立資産 

国際シンポ・懇談会費用準備資金 

家賃差額負担費用準備資金 

25Y-E-Sフォーラム費用準備資金 

HOF50周年事業費用準備資金 

Y-E-S20周年事業費用準備資金 

移転費用準備資金 

27国際シンポジウム費用準備資金 

27Y-E-Sフォーラム費用準備資金 

異分野交流事業指定資金 

退職給付引当資産 

 

129,839 

3,519,048,360 

268,587,291 

978,586,500 

12,550,055 

8,000,000 

39,600,000 

25,000,000 

40,000,000 

20,000,000 

20,000,000 

10,000,000 

15,000,000 

75,198,892 

6,400,000 

(0) 

(0) 

(0) 

(978,586,500) 

(0) 

(0) 

(0) 

(0) 

(0) 

(0) 

(0) 

 

 

(75,198,892) 

(0) 

(129,839) 

(3,519,048,360) 

(268,587,291) 

(0) 

(12,550,055) 

(8,000,000) 

(39,600,000) 

(25,000,000) 

(40,000,000) 

(20,000,000) 

(20,000,000) 

(10,000,000) 

(15,000,000) 

(0) 

(0) 

 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

 － 

 － 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

(6,400,000) 

小   計 5,038,100,937 (1,053,785,392) (3,977,915,545) (6,400,000) 

合   計 6,661,831,504 (1,053,785,392) (5,601,646,112) (6,400,000) 

4． 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は次のとおりである。 

（単位：円） 

科   目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

什 器 備 品 
リ ―ス 資  産  

58,685,769 

22,407,450  

42,685,485 

9,037,540  

16,000,284 

13,369,910  
合   計 81,093,219 51,723,025 29,370,194 

 

 

 

 

 

 



5．引当金の明細 

  引当金の明細は次のとおりである。 

（単位：円） 

 期中、退職給付引当金に該当の退職者なし。 

科 目 期首残高 当期増加額 
当期減少額 

期末残高 
目的使用 その他 

退職給付引当金 5,800,000 600,000 0 0 6,400,000 


